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① 幼稚園教諭普通免許状 

第１ 大学における養成による免許状の取得（免許法別表第１関係） 

１ 基礎資格等（免許法別表第１） 

 ※１ 大学の専攻科又は大学院に１年以上在学し、３０単位以上修得した場合を含む（別表第１備考第２

号、 

免許法施行規則第２５条） 

 ※２ 大学又は指定教員養成機関に２年以上在学し、６２単位以上を修得した場合が含まれる。（施行規則

第６６条の５） 

２ 最低修得単位数（施行規則第２条） 

教科及び教職に関する科目（施行規則第２条第１項） 

科目 左の各科目に含めることが必要な事項 最低修得単位数 

専修 一種 二種 

領域及び保育内容の指導法

に関する科目【第２欄】 

領域に関する専門的事項 ※１ 

16 12 保育内容の指導法（情報機器及び教材の

活用を含む。） ※２ 

教育の基礎的理解に関する

科目【第３欄】 

教育の理念並びに教育に関する歴史及

び思想 

10 6 

教職の意義及び教員の役割・職務内容

（チーム学校運営への対応を含む。） 

教育に関する社会的、制度的又は経営的

事項（学校と地域との連携及び学校安全

への対応を含む。） 

幼児、児童及び生徒の心身の発達及び

学習の過程 

特別の支援を必要とする幼児、児童及び

生徒に対する理解 ※３ 

教育課程の意義及び編成の方法（カリキ

ュラム・マネジメントを含む。） ※４ 

道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、

教育相談及び進路指導等に

関する科目【第４欄】 

教育の方法及び技術（情報機器及び教

材の活用を含む。） ※４ 

４ ４ 幼児理解の理論及び方法 

教育相談（カウンセリングに関する基礎的

な知識を含む。）の理論及び方法 

教育実践に関する科目 

【第５欄】 

教育実習 ※５ 5 5 

教職実践演習 ※６ 2 2 

大学が独自に設定する科目【第６欄】 ３８ １４ 2 

免許状の種類 基礎資格 
最低修得単位数 

教科及び教職に関する科目 

幼稚園教諭 

専修免許状 修士の学位を有すること ※１ 75 

一種免許状 学士の学位を有すること 51 

二種免許状 短期大学士の学位を有すること ※２ 31 
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施行規則第６６条の６の定める科目 ８ ８ ８ 

３ 修得単位について 

（１） 修得単位全般 

ア 修得単位は、課程認定を有する大学で修得したものであること。（別表第１備考第５号イ、第６号） 

イ 施行規則第６６条の６の定める科目（「日本国憲法」、「体育」、「外国語コミュニケーション」、「数理、デ

ータ活用及び人工知能に関する科目又は情報機器の操作」を各２単位）は課程認定以外の大学等で

も修得することができる。 

ウ 二種免許状を有している者又はその所要資格を得ている者が、一種免許状を受けようとする場合、二

種免許状に係る単位は既に修得したものと見なす。この場合、「保育内容の指導法」「教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等」については、一種免許状から二種免許状に係る各科目の単位数について

修得すればよい。（施行規則第１０条の２第１項、第２項） 

エ 一種免許状を受けようとする場合、二種免許状の授与を受けるために修得した科目の単位を最低修

得単位に含めることができる。ただし、二種免許状に係る各科目の単位数を上限とする（施行規則第１

０条の２第３項） 

 

（２） 教科及び教職に関する科目 

※１ 領域に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、学校教育法施行規則第３８条に規

定する幼稚園教育要領で定める健康、人間関係、環境、言葉及び表現の領域に関する専門的事

項を含む科目のうち１以上の科目について修得するものとする。（施行規則第２条の表備考第１号） 

※２ 保育内容の指導法の単位のうち、半数までは、小学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の

「各教科の指導法」又は「特別活動の指導法」の単位を充てることができる。（同表備考第１３号） 

※３ １単位以上を修得するものとする（同表備考第３号） 

※４ 教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む。）並びに教育の方法及び技

術（情報機器及び教材の活用を含む。）の単位のうち、２単位（二種免許状の場合は１単位）までは、

小学校教諭の普通免許状の授与を受ける場合の単位を充てることができる。（同表備考第１２号） 

※５ 

ア 幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む。）、小学校（義務教育学校の前期課程、特別支援学校の

小学部を含む。）及び幼保連携型認定子ども園の教育を中心とする。（同表備考第６号） 

     イ 教育実習に係る事前及び事後の指導１単位を含むこと。（同表備考第７号） 

ウ 教育実習の単位数には、２単位まで、学校体験活動(学校における授業、部活動等の教育活動そ

の他の校務に関する補助又は幼児、児童若しくは生徒に対して学校の授業の終了後若しくは休業

日において学校その他適切な施設を利用して行う学習その他の活動に関する補助を体験する活

動であって教育実習以外のものをいう。)の単位を含むことができる。ただし、この場合、他の校種の

教育実習の単位をあてることができない。（同表備考第８号） 

エ 幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む。）、小学校（義務教育学校の前期課程、特別支援学校の

小学部を含む。）及び幼保連携型認定子ども園において、教員として１年以上良好な成績で勤務

した者については、経験年数１年について１単位の割合で、第２欄（保育内容の指導法に関する

科目に限る。）又は第３欄、第４欄もしくは第５欄（教育実習を除く。）の科目等の単位をもつて、こ

れに替えることができる。（同表備考第９号） 

※６ 平成２２年３月３１日までに課程認定大学等に入学した者については、平成２５年３月３１日までに、

総合演習の単位を取得した場合、教職実践演習の単位を修得することを要しない。 

 

（３） 大学が独自に設定する科目 

ア 専修免許状から一種免許状の「教科又は教職に関する科目」を差し引いた２４単位については、大学

院又は大学の専攻科で修得すること（別表第１備考第７号） 
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単位については、第２欄～第５欄について修得すること。（施行規則第２条の表備考第１４号） 

イ 一種免許状又は二種免許状については、第２欄～第５欄又は大学が加えるこれらに準ずる科目に

ついて修得すること。（同表備考第１４号） 

ウ 大学が独自に設定する科目については、「領域に関する専門的事項に関する科目」と「保育内

容の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的理解に関する科目等」で最低限修得する

必要がある単位数を超えた部分の単位数を充てることができる。 

 

 （４） 単位の流用 

小学校、中学校又は高等学校の教諭の普通免許状を受ける要件を満たしている場合、次のそれぞ

れの科目の単位をもってあてることができる。（施行規則第２条の表備考第１１号） 

ただし、必要な事項を含んで修得していない場合は、その事項について新たに修得すること。 

（例：小学校免許から流用する場合は「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教

育相談及び進路指導等に関する科目」における「幼児理解の理論及び方法」等を修得するこ

と。） 

 

 小学校、中学校又は高等学校の教諭の

普通免許状を受ける場合の単位数 

教育の基礎的理解に関する科目 ８単位（２種免許状の授与を受ける場合

にあっては６単位） 

道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒

指導、教育相談及び進路指導等に関する科目 

２単位 

教育実習 ３単位 

教育実践演習 ２単位 
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第２ 教育職員検定による上位免許の取得（免許法別表第３関係） 

免許状取得後、更に上位の免許状を取得するためには、現有免許状に相当する学校の教員として所

定の期間良好な成績で勤務し、大学等において所定の単位を修得することが必要である。 

１ 幼稚園教諭二種免許状 

（１）勤務年数による最低修得単位数（別表第３備考第７号、施行規則第１１条、同第１４条、山梨県教育職

員免許に関する規則第１３条第１項第７号） 

幼稚園助教諭臨時免許状取得後、 

幼稚園教員として良好な成績で勤務した在職年数 
6 7 8 9 10 11 12 13 

幼稚園助教諭臨時免許状取得後、 

大学等において修得することを要する最低修得単位数 
45 40 35 30 25 20 15 10 

科目 
左記の各科目に含めることが 

必要な事項 
最低修得単位数の内訳 

領域に関する専門的事項に

関する科目 
領域に関する専門的事項 5 5 4 3 3 2 2 1 

保育内容の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等 

第２欄の「保育内容の指導法（情

報 機 器 及 び 教 材 の 活 用 を 含

む。）」及び第３欄、第４欄 

※詳細は第１の２参照 

30 27 24 22 18 15 11 9 

  ※免許状申請時に幼稚園助教諭臨時免許状が有効期間内である必要がある。 

 

（２） 在職年数について 

ア 在職年数には、幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む）又は幼保連携型認定子ども園の教員とし

ての期間のほか、施行規則第６７条に記載されている教育施設に従事した期間も通算できる。 

イ 次の挙げる職務に従事した期間は、一種免許状または二種免許状を受けようとする場合で、最低在  

職年数を超える在職年数に含めることができる。（施行規則第６８条） 

（ア）校長、副校長、教頭、主幹教諭（主幹保育教諭）、指導教諭（指導保育教諭）、教育長、指導主事

又は社会教育主事 

ウ 育児休業、休職及び病気休暇等の期間は、在職年数には含まない。（施行規則第７０条） 

 

（３） 修得単位について 

ア 大学において修得するほか、免許法認定講習、免許法認定公開講座、免許法認定通信講座で修

得した単位をもって替えることができる。（別表第３備考第６号） 

イ 単位の取得時期は、臨時免許状を修得した後であること。 

ウ 領域に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、学校教育法施行規則第３８条に規

定する幼稚園教育要領で定める健康、人間関係、環境、言葉及び表現の領域に関する専門的事

項を含む科目のうち１以上の科目について修得するものとする。 

エ 総単位数に不足する単位数については、「領域に関する専門的事項に関する科目」、「保育内容

の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的理解に関する科目等」又は「大学が独自に設

定する科目」の中から任意に修得すること。 
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２ 幼稚園教諭一種免許状 

（１） 短期大学卒業者等が幼稚園教諭一種免許状を取得する場合 

ア 勤務年数による最低修得単位数（別表第３備考第７号、施行規則第１１条、同第１４条、山梨県教育

職員免許に関する規則第１３条第１項第６号） 

幼稚園教諭二種免許状取得後、 

幼稚園教員として良好な成績で勤務した在職年数 
5 6 7 8 9 10 11 12 

幼稚園教諭二種免許状取得後、 

大学等において修得することを要する最低修得単位数 
45 40 35 30 25 20 15 10 

科目 
左記の各科目に含めることが

必要な事項 
最低修得単位数の内訳 

領域に関する専門的事項に

関する科目 
領域に関する専門的事項 4 4 3 3 2 2 1 1 

保育内容の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等 

第２欄の「保育内容の指導法

（情報機器及び教材の活用を

含む。）」及び第３欄、第４欄 

※詳細は第１の２参照 

20 18 17 15 13 10 8 7 

大学が独自に設定する科目 6 6 5 4 4 3 3 2 

 

イ 在職年数について 

（ア） 在職年数には、幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む）又は幼保連携型認定子ども園の教員と

しての期間のほか、施行規則第６７条に記載されている教育施設に従事した期間も通算できる。 

（イ） 次の挙げる職務に従事した期間は、一種免許状または二種免許状を受けようとする場合で、最低

在職年数を超える在職年数に含めることができる。（施行規則第６８条） 

Ａ 校長、副校長、教頭、主幹教諭（主幹保育教諭）、指導教諭（指導保育教諭）、教育長、指導主

事又は社会教育主事 

（ウ） 育児休業、休職及び病気休暇等の期間は、在職年数には含まない。（施行規則第７０条） 

 

ウ 修得単位について 

（ア） 大学において修得するほか、免許法認定講習、免許法認定公開講座、免許法認定通信講座で

修得した単位をもって替えることができる。（別表第３備考第６号） 

（イ） 単位の取得時期は、二種免許状を修得した後であること。 

（ウ） 領域に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、学校教育法施行規則第３８条に

規定する幼稚園教育要領で定める健康、人間関係、環境、言葉及び表現の領域に関する専門

的事項を含む科目のうち１以上の科目について修得するものとする。 

（エ） 総単位数に不足する単位数については、「領域に関する専門的事項に関する科目」、「保育内

容の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的理解に関する科目等」又は「大学が独自

に設定する科目」の中から任意に修得すること。 
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（２） 大学に３年以上在学した者等が幼稚園教諭一種免許状を取得する場合 

大学に３年以上在学し、９３単位以上修得した者又は大学に２年以上及び大学の専攻科（短期大

学の専攻科を含む。）に１年以上在学し、９３単位以上修得した者は、次の表により幼稚園教諭一

種免許状を取得できる。 

ア 勤務年数による最低修得単位数（施行規則第１１条備考第３号、同第１４条、山梨県教育職員免

許に関する規則第１４条第１項第４号） 

幼稚園教諭二種免許状取得後、 

幼稚園教員として良好な成績で勤務した在職年数 
3 4 5 6 

幼稚園教諭二種免許状取得後、 

大学等において修得することを要する最低修得単位数 
25 20 15 10 

科目 
左記の各科目に含めることが 

必要な事項 
最低修得単位数の内訳 

領域に関する専門的事項に関す

る科目 
領域に関する専門的事項 2 2 1 1 

保育内容の指導法に関する科目

又は教諭の教育の基礎的理解に

関する科目等 

第２欄の「保育内容の指導法（情

報 機 器 及 び 教 材 の 活 用 を 含

む。）」及び第３欄、第４欄 

※詳細は第１の２参照 

12 10 9 7 

大学が独自に設定する科目 6 5 3 2 

 

イ 在職年数について 

（ア） 在職年数には、幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む）又は幼保連携型認定子ども園の教員と

しての期間のほか、施行規則第６７条に記載されている教育施設に従事した期間も通算できる。 

（イ） 次の挙げる職務に従事した期間は、一種免許状または二種免許状を受けようとする場合で、最低

在職年数を超える在職年数に含めることができる。（施行規則第６８条） 

〇 校長、副校長、教頭、主幹教諭（主幹保育教諭）、指導教諭（指導保育教諭）、教育長、指導

主事又は社会教育主事 

（ウ） 育児休業、休職及び病気休暇等の期間は、在職年数には含まない。（施行規則第７０条） 

 

ウ 修得単位について 

（ア） 大学において修得するほか、免許法認定講習、免許法認定公開講座、免許法認定通信講座で

修得した単位をもって替えることができる。（別表第３備考第６号） 

（イ） 単位の取得時期は、二種免許状を修得した後であること。 

（ウ） 領域に関する専門的事項に関する科目の単位の修得方法は、学校教育法施行規則第３８条に

規定する幼稚園教育要領で定める健康、人間関係、環境、言葉及び表現の領域に関する専門

的事項を含む科目のうち１以上の科目について修得するものとする。 

（エ） 総単位数に不足する単位数については、「領域に関する専門的事項に関する科目」、「保育内

容の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的理解に関する科目等」又は「大学が独自

に設定する科目」の中から任意に修得すること。 
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３ 幼稚園教諭専修免許状 

（１） 勤務年数による最低修得単位数（免許法別表第３） 

幼稚園教諭一種免許状取得後、 
3 

幼稚園教員として良好な成績で勤務した在職年数 

幼稚園教諭一種免許状取得後、 
15 

大学等において修得することを要する最低単位数 

（２） 在職年数について 

ア 在職年数には、幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む）又は幼保連携型認定子ども園の教員とし

ての期間のほか、施行規則第６７条に記載されている教育施設に従事した期間も通算できる。 

イ 育児休業、休職及び病気休暇等の期間は、在職年数には含まない。（施行規則第７０条） 

 

（３） 修得単位について 

ア 大学院において修得するほか、免許法認定講習、免許法認定公開講座、免許法認定通信講座で

修得した単位をもって替えることができる。（別表第３備考第６号） 

イ 単位の取得時期は、一種免許状を修得した後であること。 

ウ 修得する単位については、大学院の課程又は大学（短期大学を除く）の専攻科の課程において、

「大学が独自に設定する科目」から修得すること。（免許法別表第３備考第４号、施行規則第１１条） 

 

第３ 教育職員検定による隣接校種の免許状の取得（免許法別表第８関係） 

１ 小学校教諭免許状から幼稚園教諭二種免許状を取得する場合 

（１） 別表第８  

小学校教諭普通免許状取得後、幼稚園教諭二種免許状を取得するためには、小学校又は幼稚園の

教員として３年間良好な成績で勤務し、大学等において所定の単位を修得することが必要である。 

ア 最低修得単位数（免許法別表第８、施行規則第１８条の２） 

小学校教諭普通免許状取得後、 
3 

小学校又は幼稚園の教諭等として良好な成績で勤務した在職年数 

小学校教諭普通免許状取得後、 
6 

大学等において修得することを要する最低修得単位数 

 

 

 

 

イ 在職年数について 

（ア） 教諭等とは主幹教諭、指導教諭、教諭、主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭又は講師を指

す。 

（イ） 在職年数には、以下の場合も含めることができるものとする。 

〇 小学校の場合 

特別支援学校の小学部、義務教育学校の前期課程、免許法第１６条の５に基づき専科指導を行

う教諭等 

〇 幼稚園の場合 

特別支援学校の幼稚部、幼保連携型認定子ども園の教諭等、免許法第１７条の３に基づき特別

支援学校で勤務する教諭等 

     ※上記以外に臨時免許状で「教諭等（助教諭を除く）」の発令を受け、勤務していた場合は在職年数

に含めることができる。 

（ウ） 在職年数は一つの免許種のみで満たす必要がある。 

最低修得単位数 
6 

保育内容の指導法に関する科目（情報機器及び教材の活用を含む。） 
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（例：小学校２年、幼稚園１年だと在職年数を満たさない） 

（エ） 育児休業、休職及び病気休暇等の期間は、在職年数には含まない。（施行規則第７０条） 

 

ウ 修得単位について 

（ア） 大学において修得するほか、免許法認定講習、免許法認定公開講座、免許法認定通信講座で

修得した単位をもって替えることができる。（別表第３備考第６号） 

（イ） 単位の取得時期は、小学校教諭免許状を修得した後であること。 

 

（２） 平成２９年度施行法による別表第８ 

上記 A の在職年数に加え、平成２８年４月１日以降の幼稚園の教員としての勤務経験がある場合には、

３単位×在職年数分の単位数を取得したものとみなす。（上記 A の単位数の半数までが限度） 

 ア 最低修得単位数（免許法別表第８、施行規則第１８条の２備考第４号、山梨県教育職員免許に関

する規則第１８条第１項第６号） 

 

幼稚園、特別支援学校の幼稚部、幼保連携型認定こども園の教員

（いずれも助教諭を含む）として良好な成績で勤務した在職年数 
  １ 

小学校教諭普通免許状取得後、 
３ 

大学等において修得することを要する最低単位数 

 

 

 

 

 最低修得単位数  

保育内容の指導法に関する科目（情報機器及び教材の活用を含

む。） 
３ 
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第４ 保育士資格を有する場合の幼稚園教諭免許状の取得（免許法附則第１８項関係） 

 

１ 認定こども園移行に係る特例制度（令和１２年３月３１日まで） 

※幼保連携型認定こども園等において、主幹保育教諭・指導保育教諭として勤務する者については、 

令和９年３月３１日までに幼稚園教諭免許状及び保育士証を取得しなければならない。 

 

（１） ①保育士資格を有し、②保育士等として一定の実務経験を有する者が、通常より少ない単位数で幼

稚園教諭免許状を取得できる制度。 

ア 基礎資格  

○幼稚園教諭１種免許状 〔※（１）（２）ともに満たすことが必要です。〕 

（１）学士の資格を有する   

（２）指定保育士養成施設を卒業している、または保育士試験に合格し保育士資格を有する 

○幼稚園教諭２種免許状 

（１）指定保育士養成施設を卒業している、または保育士試験に合格し保育士資格を有する 

 

イ 実務経験（１種・２種共通） 

基礎資格取得後に次のいずれかの施設で３年以上かつ合計４，３２０時間以上の勤務が必要 

（複数施設での勤務経験の合算可） 

〇対象となる施設 

・認定こども園 ・幼稚園 ・認可保育所  

・へき地保育所 ・幼稚園併設型認可外保育施設（県内には該当施設なし）  

・「認可外指導基準」を満たす認可外保育施設 

※県内の該当施設の詳細は義務教育課ＨＰに掲載。 

 

ウ 必要単位 

・必要単位は最低 8 単位。 

科目 各科目に含めることが必要な事項 
必要 

単位数 

領域及び保育内容の指導法

に関する科目 
保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。） 

2 

道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。） 

幼児理解の理論及び方法 1 

教育の基礎的理解に関する

科目 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。） 
2 

教育に関する社会的、制度的、又は経営的事項（学校と地域との

連携及び学校安全への対応を含む。）※３ 
2 

1 
教育課程の意義及び編成の方法に関する科目（カリキュラム・マネ

ジメントを含む。） 

※1：科目の修得には、「各科目に含めることが必要な事項」を含む。 

※2：本特例制度が施行される前に修得した単位、基礎資格を取得する前に修得した単位、3 年の在

職経験を経る前に修得した単位も含めることが可能。 

※3：「教育に関する社会的、制度的又は経営的事項」については、日本国憲法の内容（とりわけ 

第２６条（教育を受ける権利））が取り扱われるよう留意すること。 

 



 

10 

 

エ  申請期限 

       授与の申請は特例の期限である令和１２（２０３０）年３月３１日まで 

 

（２） 令和５年４月以降の所要資格の特例（幼保連携型認定こども園での実務経験による単位軽減） 

上記（１）の実務経験に加えて、幼保連携型認定こども園において保育教諭等としての勤務経験を２年

かつ２，８８０時間以上有する職員については、修得すべき８単位のうち２単位を修得したものとみな

す。 

 

 ア 軽減制度適用時の必要単位 

・必要単位は最低６単位。 

科目 各科目に含めることが必要な事項 
必要 

単位数 

領域及び保育内容の指導法

に関する科目 
保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。） 

1 

道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、

教育相談等に関する科目 

教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。） 

幼児理解の理論及び方法 － 

教育の基礎的理解に関する

科目 

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応

を含む。） 
2 

教育に関する社会的、制度的、又は経営的事項（学校と地域との

連携及び学校安全への対応を含む。）※３ 
2 

1 
教育課程の意義及び編成の方法に関する科目（カリキュラム・マネ

ジメントを含む。） 

※1：科目の修得には、「各科目に含めることが必要な事項」を含む。 

※2：本特例制度が施行される前に修得した単位、基礎資格を取得する前に修得した単位、3 年の在

職経験を経る前に修得した単位も含めることが可能。 

※3：「教育に関する社会的、制度的又は経営的事項」については、日本国憲法の内容（とりわけ 

第２６条（教育を受ける権利））が取り扱われるよう留意すること。 

 


